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エネルギー・環境会議（平成23年６月７日新成長戦略実現会議決定）
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「新成長戦略実現会議の開催について」(平成22年９月７日閣議決定)に基づき、エネルギーシステムの歪
み・脆弱性を是正し、安全・安定供給・効率・環境の要請に応える短期・中期・長期からなる革新的エネル
ギー・環境戦略を政府一丸となって策定する。

座 長 ： 内閣府副大臣（国家戦略担当）

副座長 ： 経済産業副大臣、環境副大臣

構成員 ： 座長が指名する内閣官房副長官、外務副大臣、文部科学副大臣、
農林水産副大臣、国土交通副大臣、内閣府副大臣（経済財政政策）

※平成２３年６月２２日第１回エネルギー・環境会議資料をもとに作成

議 長 ： 国家戦略担当大臣

副 議 長 ： 経済産業大臣、環境大臣

構 成 員 ： 外務大臣、文部科学大臣、農林水産大臣、
国土交通大臣及び内閣府特命担当大臣（経済財政政策）、
議長の指名する内閣官房副長官

事務局長 ：内閣府副大臣（国家戦略担当）

目 的

会議構成員

幹事会構成員



今回の震災がエネルギー問題に与える影響の検証
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主な論点①
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主な論点②
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革新的エネルギー・環境戦略策定に関するスケジュール
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当面の検討方針（平成23年６月22日エネルギー・環境会議決定）
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１．複眼的アプローチで戦略を構築する

（１）原子力発電に日本の電力供給の過半を依存するとしてきたエネルギー戦略を大きく見直す一方で、短期的に
は現実に即した解決策を検討する。
（２）当面のエネルギー需給については、需給動向を客観的に見極め、具体的な対策を講じ、安定成長を確保する。
（３）同時に、省エネルギーと再生可能エネルギーを新たな基幹的な柱とするエネルギー・環境戦略を構築する。成
長戦略の要となる新技術体系に基づく革新的なシステムを目指す。中長期に効果を発揮する施策も早期に具
体化し、エネルギー・環境技術への民間投資を喚起する。

２．当面のエネルギー需給安定策を早急に具体化する

（１）エネルギー制約による成長下振れや空洞化懸念を払拭するため、当面のエネルギー需給安定策を年央まで
にとりまとめ、早期に実行に移す。
（２）当面の電力需給動向をデータに基づき客観的に見極め、ピーク時の電力不足やコスト増に対する実効性ある
対策を打ち出す。
（３）対策の柱は、省エネルギーの加速、自家発・天然ガス等の有効活用、再生可能エネルギーの積極的活用、既
存の原子力発電所の安全確保の徹底といった複数の対応を適切な形で組み合わせる。
（４）対策の内容は、制度改革と支援策強化、社会の意識改革からなる総合的なものとする。持続的に需要の合理
化と供給の確保が実現し、需給が安定する仕組みを構築する。その際には、産業分野の対策と家庭・業務分
野等の対策を切り分けて、効果的な対策を講じる。
（例）―制度改革
・需給に応じた電気料金メニューの多様化
・自家発導入や小売事業への参入促進に向けた電力システム改革
・固定価格買取制度の早期導入等
―政策支援
・省エネ関連機器やシステムの導入促進
・再生可能エネルギーやコジェネの導入促進等
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当面の検討方針（平成23年６月22日エネルギー・環境会議決定）
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３．「革新的エネルギー・環境戦略」策定に向けた論点を整理する

（１）省エネルギーと再生可能エネルギーという新たな二つの柱を基幹的な柱とし、これまでの原子力エネル
ギー、化石エネルギーという二つの柱に加える。こうした基本的な考え方に基づき、論点を整、年央まで
に「中間的な整理」としてとりまとめる。分散型の新システムを目指す。

（２）６つの重要論点（省エネルギー、再生可能エネルギー、資源・燃料、原子力、電力システム、エネルギー・
環境産業）について、短期・中期・長期ごとに論点整理を行う。

（３）また、①原子力をはじめとしたコストの徹底的な洗い出し及び中長期的な見通し、②再生可能エネルギー
をはじめとした技術革新と経済拡大効果の見極め、③化石燃料をはじめとした環境性能向上の可能性
の評価等、新しいベストミックスを検討する上で前提となる検証事項について具体化する。

（４）電力システムについては、情報の透明性確保を促しながら、①電力の需給安定とコストの低減、②分散
型電源の促進と需要の自律的な制御、③原子力リスクの管理といった達成すべき目的をより具体化す
る。その上で、関係機関の検討状況等を踏まえつ、発送電分離を含めた電力システムのあるべき姿に
関する論点整理を行う。

（５）原子力のあり方については、関係機関の検討状況等を踏まえつつ、予断なく論点整理を行う。

４． 原子力のあり方については、現体制の見直しを含めて、上記の論点整理を踏まえ、新
たに独立した体制を設けて検討を進める。
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国土交通省関係の今夏の節電対策（東京・東北電力管内）
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■関係業界等に対して節電の取組に関する要請実施。
■国土交通省としても、「節電実行計画」を策定し、５３４施設で、原則１５％の使用最大電力削
減に取り組む。

鉄道
首都圏の路線について、平日昼の運行本数を１～２割減とする節電ダイヤ
を実施。
駅照明・看板の一部消灯等による節電にも取り組む。

オフィスビル テナントビルの賃借人（テナント）に対しても、電気の使用抑制を求める。

ホテル・旅館
大口需要家は削減率１０％に制限緩和されているが、各社の節電行動計
画を国土交通省・経済産業省に提出し、可能な限り１５％達成を目指す。

倉庫・港運
冷蔵・冷凍倉庫、港湾運送事業等について、大口需要家は削減率５％に制
限緩和されているが、各社の節電行動計画を国土交通省・経済産業省に
提出し、可能な限り１５％達成を目指す。

＜主な業界の節電対策＞


